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ＥＵ農業環境政策からみたわが国の課題

〔要　　　旨〕

１　ＥＵの農業環境政策は，硝酸態窒素指令等の直接支払いとは別立ての政策と，クロスコ

ンプライアンスにより単一支払いの条件とされているＧＡＰ，そしてＧＡＰの基準を上回る

取組みを支援する環境支払いの３つに分かれる。

２　ＥＵの農業環境政策は硝酸態窒素による水質汚染対応を端緒とするが，1992年のＣＡＰ

改革を機に有機農業等への取組みが急増してきた。

３　その特徴として，①国民の農業に対する理解が広く存在すること，②ＧＡＰを最低要件

とし，より高いレベルの取組みを誘導していくため環境支払いが措置されていること，③

ＥＵ共通の基準に，各国，各地域の実情に応じて規定が設けられる２階建てとなっている

こと，④農業環境政策を含むＣＡＰそのものがＷＴＯ体制の中でのＥＵ農業の生き残り戦略

として構築・改革されてきていること，があげられる。

４　わが国は92年の新政策ではじめて環境保全型農業という概念が登場したが，その進展は

遅々としている。今般の基本計画の見直しでは，環境規範の実践と先進的取組みへの支援，

地域資源の保全管理政策の構築等が打ち出されているが，実質は農業環境政策の必要性を

打ち出したにとどまっている。

５　ＥＵの農業環境政策をも参考にしつつ，①安全性確保と環境への配慮を一体的にとらえ

て，資源保全をも含めた総合的な農業環境政策を展開していくこと，また，今後本格的に

腰の入った取組みを展開していくためには，②技術開発と地域ぐるみで取り組んでいくこ

と，③ＧＡＰに加えて，環境支払いを導入していくこと，④ＧＡＰや環境支払いの規定は地

域性をしっかりと踏まえたものとすること，⑤農業環境政策に国が不退転の決意で取り組

んでいくことを明示していくためには，現状バラバラの農業環境政策の体系化や，一定程

度の予算を確保していくこと，⑥生産者と消費者との交流による生産現場についての理解

を獲得していくこと，が必要である。
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海外，特にヨーロッパでは有機農業を含

む環境保全型農業はすでに広く定着しつつ

あり，多面的機能の発揮とも一体化させ所

得維持のための有力な戦略の柱ともなって

いる。

これに対してわが国の農業環境政策は
（注１）

欧

米に比べて大きく劣後している。規模拡大

と生産性向上，選択的拡大，農工間所得格

差是正等を柱に1960年代から推進されてき

た基本法農政は，食料自給率の低下，農業

者の高齢化や農地面積の減少，農村活力の

低下とともに，環境負荷をもたらしてきた。

このため99年に施行された食料・農業・農

村基本法（以下「農業基本法」）では，食料

の安定供給，農村の振興に加えて農業の持

続的発展，多面的機能の発揮を柱として掲

げた。すなわち日本農業を維持していくた

めには生産性の向上等経済性を追求してい

くだけではなく，多面的機能の発揮や自然

循環機能を維持増進させていくことが不可

避であることを謳い上げたのであった。併

行して持続農業法が施行されるとともに，

JAS法改正により有機認証制度をスタート

させている。しかしながら有機農業を含む

環境保全型農業の進展は遅々としており，

有機食品ブームといわれながらもかなりの

ものが輸入品によって賄われているのが実

態である。

ところで農業基本法の実行方策としての

基本計画見直しのため，約１年にわたり積

み重ねられた食料・農業・農村政策審議

会，同企画部会での議論を踏まえて，本

（05）年４月から新たな基本計画がスター

トした。基本計画には農村環境の保全・形

成に配慮した基盤整備の実施，自然循環機

能の維持増進のための環境規範の実践と先

進的取組みへの支援が盛り込まれた。しか

しながら実効が期待し得るような内容には

乏しく，農業環境政策の必要性を打ち出し

たにとどまっている。

筆者はこれまで日本農業を維持していく

ためには環境保全型農業を早急に推進して

いくことが必要条件であることを機をとら

えて強調してきた。
（注２）

本稿はヨーロッパの環

境保全型農業にかかる制度，取組み等につ
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第三が，GAPの基準を上回る取組みに

ついて交付・支援される環境支払いであ

り，より高いレベルへの取組みを誘導する

高次の農業環境対策として機能している。

そして有機農業は環境支払いの対象の中に

位置づけられている（第１図）。

なお，EU諸国の多くはGAPを上回るレ

ベルとしては有機農業しか想定していない

が，フランスではGAPと有機農業との間に，

04年，環境保全，就労安全性，衛生リスク

管理，動物福祉について農業者が取り組ん

でいることを第三者が認証する「合理的農

業（I’Agriculture raisonnee）」をスタート

させている。
（注４,５）

08年末までには全農業者の３割が合理的

農業者としての資格を得ることを目標とし

ている。

次に，これら農業環境対策がどの程度浸

透・普及しているかを確認しておきたい。

まず，最低限の農業規範であるGAPはほと

んどの農家，耕地に行き渡っているものと

考えて差し支えなかろう。

高次の農業環境対策としての，GAPを

上回る取組みに対して支払われる環境支払
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いての整理を
（注３）

踏まえて新基本計画での実行

方策の足らざる部分について提言すること

をねらいとする。

（注１）「環境農業政策」もよく使われるが，本稿
では「農業環境政策」で統一した。

（注２）蔦谷（2004）等。
（注３）03年のCAP（共通農業政策）改革は，アジ
ェンダ2000の中間見直しを超えた改革構想を含
んだものであり，かつ改革にともなうデカップ
リング等は05年から適用されることにはなって
いるものの，07年１月１日まで猶予期間が設け
られており，国内事情もあってEU各国の取組情
勢は区々であるとともに流動的である。したが
って，まとまった文献・資料はきわめて少ない
のが現状である。本稿での最近の情勢等につい
ては有機農業研究会（日本有機農業学会主催）
（05年５月13日）における石井圭一，市田知子両
氏の報告に多くを負っていることをあらかじめ
お断りしておく。

（１） EU農業環境政策取組みの現状

現状，EUの農業環境政策は次のように

３つに大別して位置づけられる。一つは硝

酸態窒素指令等であり，これらは直接支払

いとは別立てされた農業環境対策である。

第二が，単一支払いの条件とされている

GAP（Good Agricultural Practice；適正農業

規範）の基準達成である。GAPは農業生産

活動が水，空気，生物多様性に与える影響

を抑制するための最低限の基準である。単

一支払いは穀物，肉用牛，酪農部門へと対

象が拡大され，大半の生産農家が単一支払

いを受給している現状，GAPは一次的な農

業環境対策としての機能を果たしていると

いうことができる。

農業環境政策�

環境支払い�

有機農業支援�

直接支払い�
デカップリングが原則�

ＥＵのＣＡＰ改革による�
価格引き下げ補償金, �
条件不利地域対策補償金�

規制（硝酸塩指令など）,�
研修・デモンストレーション�

出典　市田知子氏報告資料（０５年５月１３日有機農業研究会）�

第1図　農業環境政策, 直接支払い, 環境支払いの関係�

「中山間直接支払い」�

１　EUの農業環境政策への

取組みの現状と推移



いにかかる契約面積等は第１表のとおりで

ある。契約面積は国による格差がきわめて

大きいことが目に付く。面積の多い順にあ

げるとオーストリア，フィンランド，ドイ

ツ，スウェーデン，フランス等となってい

る。参考までに契約面積と耕地面積との比

率を算出し，これと有機農業実施面積率

（第２表）を並べてみるとおおむね正の相

関関係にはあるが，イタリア，デンマーク

については有機農業実施面積率は高いもの

の契約面積の耕地面積に占める比率は相対

的に低位にある。すなわちオーストリア，

フィンランド，スウェーデン等は有機農業

への取組みが盛んであるが，同時に環境支

払いの対象となるGAPを上回る高次の農業

環境対策への取組みも盛んであり，農業環

境対策への取組みの裾野が広いとみること

ができる。これに対してイタリアやデンマ

ークについては有機農業への取組みは盛ん

であるものの，高次の農業環境対策への取

組みの裾野は相対的に狭いものと推定され

る。

なお，わが国との比較可能な数値は有機

農業実施面積しかないが，実施面積は約５

千ha，実施率で約0.1％であり，いずれに

してもEUとわが国との取組レベルにはき

わめて大きな開きが存在するのである。

（注４）合理的農業の基準は次のとおり。
・適切な情報の入手と技術の養成
・トレーサビリティ
・肥料や家畜排泄物の適切な補完
・均衡的な栄養収支
・農業廃棄物の管理
・合理的な防除
・土壌の保全と流亡の防止
・水資源の節約
・衛生基準の遵守
・景観と生物多様性の保全

（注５）スイスはEUには加盟していないが，ＩＰ
（Integrated Production）をコンプライアン
スの条件としており，コンプライアンス条件の
レベルを上回るＩＰも任意に設けられており第
三者認証が行われているものもある。
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（単位　ｈａ，千ユーロ）�

ベルギー�
デンマーク�
ドイツ�
ギリシャ�
スペイン�
フランス�
アイルランド�
イタリア�
ルクセンブルク�
オランダ�
オーストリア�
ポルトガル�
フィンランド�
スウェーデン�
イギリス�

ＥＵ１５か国�
出典　石井圭一氏報告資料（０５年５月１３日有機農業研究会）�
資料　European Commission, Agriculture in the 

European Union-Statistical and economic 
information. The ２００３ agricultural year. ２００３.

第1表　ＥＵ理事会規則第１２５７/１９９９号�
農業環境措置の実績　�
  （面積当たり給付, ２００１年）�

１２，９９１�
６，１１８�

１０１，４０３�
７，２１９�
３１，９９５�
３０，００５�
１３，３３３�
４８，３２３�
２５５�
３，８９１�

５５６，７７２�
６，７９５�

１４６，１３０�
９３，５９９�
９，１９３�

１，０６８，０２２�

契約数�

９８，０９６�
１６０，９４９�
２，９４８，９５３�
７４，７４９�
６７９，４４３�
１，８５０，０８８�
４９８，７００�
７１０，７８４�
２，４１６�
７０，０２４�

５，２７７，４７７�
６１，５０４�

３，９７１，０１９�
２，２７２，４９０�
６３３，３４９�

１９，３１０，０４２�

契約面積�

１８，５３７�
２１，４２２�
２３６，８６３�
１８，４１３�
６４，６４８�
５９，６９１�
６５，２７３�
１４６，１８３�

３３４�
１０，０１６�
５１６，０９５�
１０，５５８�
２７４，３５９�
２１８，４９７�
６５，９３７�

１，７２６，８２５�

歳出�

（単位　ｈａ，％）

ドイツ�
オーストリア�
ベルギー�
デンマーク�
スペイン�
フィンランド�
フランス�
ギリシャ�
アイルランド�
イタリア�
ルクセンブルク�
オランダ�
ポルトガル�
イギリス�
スウェーデン�

ＥＵ１５か国�
出典　第１表に同じ�
資料　Le ministere de I'Agriculture, de I'Alimentation, de la 

Peche et de la Ruralite.�
　　Las mesures en faveur de I'agriculture biologique en 

France（dossier de presse.２００４.２.）�

第2表　ＥＵ諸国の有機農業生産（２００１年）�

１４，７０３�
１８，２８２�
６９４�
３，５２５�
１５，６０７�
４，９８３�
１０，３６４�
６，６８０�
９９７�

５６，４４０�
４８�

１，５２８�
９１７�
３，９８１�
３，５８９�

１４２，３４８�

経営数�

３．２８�
９．３０�
１．０３�
５．５８�
１．２９�
６．４０�
１．５５�
０．８１�
０．６９�
２．４４�
１．６０�
１．４２�
０．２２�
１．７１�
４．０１�

ー�

農業経営に�
占める割合�

６３２，１６５�
２８５，５００�
２２，４１０�
１７４，６００�
４８５，０７９�
１４７，９４３�
４１９，７５０�
３１，１１８�
３０，０７０�

１，２３０，０００�
２，１４１�
３８，０００�
７０，８５７�
６７９，６３１�
１９３，６１１�

４，４４２，８７５�

実施面積�

３．７０�
１１．３０�
１．６１�
６．５１�
１．６６�
６．６０�
１．４０�
１．６０�
１．６８�
７．９４�
１．７１�
１．９４�
１．８０�
３．９６�
６．３０�

ー�

農地面積に�
占める割合�



（２） 推移

GAPならびに環境支払いは導入されて

さほど経過していないことから，農業環境

対策取組みの時系列的推移をみるために有

機農業実施面積の推移に代表させてみてみ

ると，92，93年ごろをターニングポイント

にして面積が急速に増加していることがわ

かる（第２図）。92年はCAP（Common

Agriculture Policy:共通農業政策）改革が行

われた年であり，これが有機農業への取組

みのインセンティブになるとともに，農業

環境対策全般についての取組みを大きく誘

導することになったことがうかがわれる。

なお参考までに有機食品飲料の食品総販

売高に占める割合はドイツで２％弱といわ

れている。

（３） EU財政に占める農業環境政策の

ウェイト

EUの総歳出額に占めるCAPの割合（02

年）は49％と相当なウェイトを占めている

が，そのうちの83％が価格・市場政策（価

格補償直接支払いと輸出補助金）に充てられ

ており，農村地域開発には16％が充てられ

ている。

さらに農村地域開発の17％（CAPの３％）

が農業環境政策についての支出となってい

る。このうち有機農業支援には農業環境政

策についての支出の16％，約２億ユーロが

まわっている。

しかしながら，CAPにともなう歳出額

に占める農業環境施策にかかる支出額の割

合は第３表のとおり15か国合計では５％
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出典　拙稿「オーストリア, スイスの有機農業の動向と農業
政策」本誌９８年１０月号�

資料　ウェルズ大学調べ（面積“Anteil der Okoflache １９９７”）�
（注）１　９７年は推計。�

２　その他はノルウェー. ベルギー, グリーンランド, ル
クセンブルク。�

２０００�
（×１０００ｈａ）�

１７５０�

１５００�

１２５０�

１０００�

７５０�

５００�

２５０�

０�
９７�

第2図　西ヨーロッパにおける有機農業�
　 （転換期間中のものを含む）�

各国の面積�
ヨーロッパ合計（１９９７年）�
＝１，９５８，４３５ｈａ�
（有効面積の０．４４％）�

１９９７年の�
有機栽培面積�

農地面積�
〈転換期間中含む〉�

イタリア�

デンマーク�

スイス�
フランス�

イギリス�

その他�
（注２）�

ポルトガル�

スウェーデン�

オランダ�
スペイン�

アイルランド�

フィンランド�

オーストリア�
ドイツ�

（２．０）�

（２．３）�

（４．７）�
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（03年）となっているが，国による格差は

大きく，オーストリア，フィンランド，ス

ウェーデン等はきわめて大きな割合を示し

ている。

ヨーロッパでの農業環境政策への取組み

を必然化させたのは，化学肥料や家畜糞尿

による地下水汚染であり，これに農産物過

剰対策をも絡めて農業環境政策が講じられ

てきた。

（１） ガット・ウルグアイ・ラウンド以前

ヨーロッパは植民地の相次ぐ独立にとも

なって，食料調達を植民地に依存し続ける

ことは不可能となったが，国内での急な増

産は困難であったことから食料自給率の大

幅な低下を招くこととなった。加えてドル

不足も手伝って食料の安全保障が大きな課

題となった。

このためCAPによって，価格支持，可

変的課徴金等を活用しながら国内生産増加

への注力を続けてきた結果，70年代には農

産物輸入国から自給国へと転じ，さらに70

年代の終わりには純輸出国へ，そして80年

代にはアメリカと並ぶ大輸出国となった。

しかしながら，70年代後半には農産物過

剰にともなう財政の悪化とともに，アメリ

カとの輸出補助金競争による輸出市場の奪

い合いによって財政の悪化を招くこととな

った。このためアメリカからはCAPによる

農業保護の削減要求が突きつけられ，これ

がガット・ウルグアイ・ラウンドの最大の

争点にまで発展した。

農業環境政策は，集約的畜産の進展や畑

作での農薬や肥料の過剰投入にともなう硝

酸態窒素濃度の上昇による水質汚染への対

応に端を発しており，85年の理事会規則に

よって農業環境政策が制定され，91年には

硝酸態窒素指令が採択されている。環境支

払いは85年の農業環境政策によって導入さ

れ，「88年からはEU農業予算からの一部財

政支出を受けるが，当初はほとんど注目を

あび」
（注６）

ることはなかった。

（注６）シンポジウム「我が国における環境直接支
払い等の農業環境施策の必要性と有効性」（05年
８月29日）におけるドイツ・キール大学教授
Uwe Latacz-Lohmann資料。

（２） 92年CAP改革

アメリカとの厳しい交渉を決着させるた

めに断行されたのがCAP改革で，その柱が，

国内支持価格（政府による一定価格での買取

り）の引下げを補填する直接支払いの導入

であった。すなわち，①輸出補助金を削減

しての財政負担の軽減，②国内支持価格を

引き下げ，国際価格に接近させることによ

る財政負担の軽減，③本当に保護が必要な

農家への補助金支出と過剰生産の抑制，④

環境に対する負荷軽減，を意図したもので

あった。

直接支払いは価格補償支払い，条件不利

地域補償金，環境支払いの３つからなる。

環境支払いは，農薬・化学肥料の削減，

集約的生産から粗放的生産への転換，単位

面積当たりの家畜飼養密度の低減，有機農
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業の導入等をねらいに，92年に採択された

農業・環境規則に沿った生産方法に取り組

んでいるものに対してEUおよび加盟国政

府から支払われるものである。この環境支

払いが有機農業や減農薬・減化学肥料につ

いての取組みを促す大きなインセンティブ

となった。

（３） アジェンダ2000

価格補償支払いは農業予算の半分以上を

占めるものであったが，作付面積や家畜飼

養頭数とリンクしていることから「青」の

政策として位置づけられるとともに，肥大

化したCAP予算の有効性に疑問等があるこ

と，さらには04年の東欧10か国の加盟にと

もなうEU財政の一段の逼迫化が危惧され

ることなどから，00～06年の間のCAP政

策・予算の中間レビューが行われ，「アジ

ェンダ2000」が採択された。

アジェンダ2000では農業政策の５つの目

標として，①農産物価格のさらなる引下げ

による国際競争力の向上，②食品の安全性，

品質の保証，③農業社会維持のための安定

的所得と適正生活水準の確保，④環境保全，

動物福祉，⑤環境目標の取り込み，が掲げ

られた。そしてこれらによって，環境保全

政策と農業政策のさらなる統合が推し進め

られ，00年からは農産物の支持価格が引き

下げられて直接支払いのウェイトが増加す

るとともに，農業・環境規則が条件不利地

域対策等と一本化されて設けられた新たな

規則では「農業環境契約は通常の優良農業

行為を適用する以上のものを含まなければ

ならない」とされており，加盟国は任意な

がらも，GAPを農業者が守るべき義務とし

て導入することが可能となった。そしてこ

れを超える取組部分に対しては環境支払い

ができるようになった。すなわち，農業者

の責任で環境改善をはかり，より高いレベ

ルでの取組みに対する公的助成の定着化，
（注７）

すなわち「報酬にもとづく管理という概念

を一層強化」
（注８）

したのである。

（注７）（注６）と同じシンポジウムの生源寺資料。
（注８）（注６）に同じ。

（４） 新しいCAP改革

03年６月のCAP改革は，基本的には直

接支払いの大部分を各作物の生産要素と切

り離して段階的に削減しながら，削減分を

農村開発政策に振り向けようとするもので

ある。農村開発政策には，従来の条件不利

地域対策，農業環境政策に，品質，食品安

全，家畜福祉が追加されている。

これにともない環境支払いへの財政支出

を増加させるとともに，クロスコンプライ

アンスを義務化することによって単一支払

いのデカップリングの強化がはかられ，同

時にモジュレーション（単一支払いの段階

的削減）の義務化やGAPの統一をはかり，

より環境保全的な農業を推進すると同時

に，後にみるとおり経営作物間の所得均衡

をはかっていくことをねらいとしている。

こうしたデカップリングの強化は
（注９）

，アジ

ェンダ2000ではデカップリングがいまだ不

十分であり，WTO交渉を乗り切っていく

ことは難しいとの判断があってのこととさ

れている。
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（注９）単一支払いは，耕種作物，家畜の単価を
2000～2002年の支払い実績を基準に固定化する
ことによってデカップリングの徹底をはかろう
としている。ただし，国別財政支出額の範囲内
で生産中立的でない支払い部分をも認める「部
分的デカップリング」（第６節を参照のこと）が
措置されており，ドイツ，イギリス等は部分的
デカップリングを特定品目に絞り込み，限定的
に利用しようとしているのに対し，フランス，
スペイン等はこれを目一杯活用しようとしてお
り，国によって対応は分かれている。

（１） GAPと環境支払い

第２節でみたとおり，CAPは逐次見直

しが重ねられてきた。そうした中で農村開

発政策のウェイトは高くなっており，これ

にともなってその中の農業環境政策への取

組みについても強化がはかられてきた（第

３図）。

環境支払いの目的は以下のとおりEU理

事会規則1257／1999第22条に定められてお

り，環境保全・田園地域維持に配慮した農

業への取組みとして助成対象とされる。

①環境・景観・自然資源・土壌・遺伝的

多様性の保護や向上と両立するような農地

の利用方法

②環境に好ましい粗放的な農法及び集約

度の低い牧草経営システム

③高度な自然的価値をもちながら，その

存在が脅かされている農業環境の保全

④農地の景観及び歴史的特徴の維持

⑤環境保全的農法（環境計画）の利用

ここであらためて農業環境政策にかかる

体系を確認しておくと，GAPは農業生産活

動が水，空気，土壌，生物多様性に与える

影響に関する最低限の基準として規定され

たものであり，これをクロスコンプライア

ンスして直接支払いの条件とすることによ

ってその徹底をはかっている。さらにGAP

以上の取組みを誘導していくためのインセ

ンティブとして環境支払いが設けられてい

る。すなわち農業環境政策の基本に置かれ

ているのがGAPであり，これを徹底させ，

より以上の取組みを誘導していくためにク

ロスコンプライアンス，環境支払いのよう

に直接支払いをツールとして巧みに活用し

ているということができる。

（２） 環境支払いと有機農業

GAPが最低限の取組みを規定したもの

であるとすれば，有機農業はGAP以上のレ

ベルの取組みの中では最も高次なものであ

り，究極の目標とでも言いうる取組みであ

る。したがって当然のことながら環境支払
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いによる支援の対象に含まれており，環境

支払いが有機農業の推進に大きな役割を果

たしている。

（３） EUと各国

こうしたEU全体としての枠組みの中で，

加盟各国は独自に農業環境プログラムを策

定・実施することが可能とされており，ま

た環境支払いの給付対象になる営農行為や

対象地域についても各国，各地域でこれを

定めることとされている。EU規則に適合

するプログラムを実施する場合にはEUか

ら一定割合（50～75％）の助成を受けるこ

とができるが，その場合，プログラムにつ

いてEUの承認を得ることが必要とされる。

なお，GAPについてもその内容は各国で規

定するようにされている。

03年のCAP改革にともないクロスコン

プライアンスの前提となるGAPの内容や環

境支払いの給付対象となる営農行為や対象

地域については，05年から規定・実施する

こととされている（ただし，２年間の猶予

あり）。

次に農業環境政策の具体的内容をGAP

と環境支払いに分けてみてみることとす

る。

基礎的要件として環境，人間・動物・植

物の健康，動物福祉についての19の規則・

指令を守ることがEU共通の基準とされ，

土壌浸食防止等については，各国，各地域

がその実情に沿って具体的内容を規定して

いくことが可能なように措置されている。

（１） EU共通部分

EU共通部分についてはEU理事会規則

1782／2003により，CAPによる直接支払制

度に関する共通規則の中で明らかにされて

おり，基礎的要件の19の規則・指令を
（注10）

遵守

することとされている。

（注10）＜環境関係（2005年から適用）＞
・野鳥保護（1979）
・地下水の危険物質汚染からの保護（1979）
・下水汚泥の農業利用に際しての土壌保全（1986）
・硝酸塩汚染からの水質保護（1991）
・自然生息地・野生動植物相の保護（1992）
・動物の同定・登録（1992）
・牛の同定・登録および牛肉の表示に関する議
会・委員会規則（2000）

・羊・山羊の表示と登録のシステム導入に関する
理事会規則（2003）
＜人間・動物・植物の健康関係（2006年から適用）＞

・農薬販売に関する指令（1991）
・畜産におけるホルモン使用禁止（1996）
・食品法の原則・要件を定める議会・理事会規則
（2002）
・伝染性海綿状脳症予防・検査・根絶のためのル
ールを定める議会・理事会規則（2001）

・口蹄疫検査指令（1985）
・豚水泡病検査指令（1992）
・ブルータング病検査・根絶のための特別措置を
定める指令（2000）
＜動物福祉関係（2007年から適用）＞

・子牛保護の最低基準を定める指令（1991）
・豚保護指令（1991）
・農業目的の動物保護に関する指令（1998）

（２） 各国規定

また，GAPとして各国で規定できるも

のとしては，以下の事柄があげられてい

る。

①土壌浸食防止，②土壌有機質維持，③

土壌構造維持，④景観要素・生物生息域の
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保護

各国は05年から07年１月１日までに規定

を設けることとされており，05年１月から

規定が適用可能となっているものの，各国

とも国内事情によって規定策定が遅れてい

る国が多い。
（注11）

（注11）05年１月から適用されているドイツの
GAPの内容は次のとおりとなっている。

１　土壌浸食防止
①畑地の休耕
12月１日から翌２月15日までの間，畑地の少な

くとも40％は植物が被覆している状態にする。も
しくは，樹園地の植物残滓を鋤き起こしてはなら
ない。
②段々畑の撤去禁止

２　土壌中の有機質の保全および土壌構造の保護
①輪作の義務化
少なくとも３つの作物を含む作付体系を維持す

る。一つの経営で３つ以上の作物が作付けされて
いる場合，各作物は少なくとも６年ごとに畑地の
腐植土成分を化学的に認証された方法によって測
定する。
②有機質バランスシート
畑地について有機質の投入，排出を記録したバ

ランスシートをつけて，毎年12月31日までに報告
する。または，少なくとも６年ごとに畑地の腐植
土成分を科学的に認証された方法によって測定す
る。有機質バランスシートの結果，年間ha当たり
の腐植土中の炭素量の３年間の平均が境界値（マ
イナス75kg）を下回る場合，または有機質成分調
査の結果（成分が13％未満の土壌ではその１％，
13％を上回る土壌ではその1.5％で測定）が上記の
境界値を下回る場合，その農業者には有機質バラ
ンスを改良するチャンスが示されるような助言の
措置をとり，助言の翌々年に境界値を達成するこ
とが要求される。
３　農業生産を中止した土地の維持
①畑地
義務的休耕または任意に生産を中止した畑地は

緑化する。草の伸長分は刈り取って粉砕し，畑地
全体に散布する（マルチ，切り藁）。任意に生産を
中止した場合は，刈り取り，その他刈り取り分を
除去するという方法でもよい。
②永久草地
最低１年に１回は草の伸長分を刈り取り，畑地

全体に散布する。あるいは最低２年に１回は刈り
取りし，刈り取り分を除去すること。

畑地，永久草地ともに野生動物の孵卵期，成長
期である４月１日～７月15日にはマルチ，刈り取
り，切り藁をしないこと。
４　景観要素の保全
景観要素は生態学的に価値の高い生息空間を提

供し，また，様相を豊かにするがゆえに，撤去さ
れてはならない。
①生垣
列状の構造物であり，大部分が樹木の繁みで覆

われ，長さが20ｍ以上である。
②樹木の列
農業用（果樹を含む）でない樹木が列状に植え

られている。５本以上の樹木から構成され，長さ
が50ｍ以上ある。
③畑地の雑木
大部分が雑木によって覆われた土地であり，そ

の土地は農業用には用いられていない。広さは100
～2,000ｍ2ある。植林助成金の対象となっている土
地は除く。
④湿地帯
大きさは2,000ｍ2以下。連邦自然保護法第30条第

１項，第２項の意味での州の法的規定により保護
され，ビオトープカード記録で把握されているビ
オトープである。
⑤単独の樹木
連邦自然保護法第28条の意味での州の法的規定

により天然記念物として保護されている樹木。
５　草地の維持
各州は毎年，各農業者による直接支払いの申請

に際し農用地総面積に占める永久草地の割合を計
算し，基礎値（03年の永久草地割合）と比べる。
この割合によって遵守事項が以下のように異なる。
①現在の永久草地割合が基礎値に比して％未満

減少した場合，何の義務もない。
②５％以上減少した場合，その州は，草地の鋤

返しに際し事前の許可を必要とするという法律を
交付する。
③８％より多く減少した場合，鋤返しをしてい

ない永久草地を経営している直接受給者は，そこ
に再び播種するか，他の土地をあらたに永久草地
とするか（永久草地化）を義務づけられる。10％
より多く減少した場合は，再播種または永久草地
化をしなければならない。
05年の時点ですでに減少率が８％もしくは10％

を上回っている場合は，03年から05年の間に鋤返
されたすべての農地において再播種またはあらた
な永久草地化を行う。
06年以降に上回る場合は，それ以前の24か月の

間に鋤返した農業者は，その24か月間に鋤返した
永久牧草地での再播種もしくは他の農地の永久草
地化を行う。
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（１） 環境支払い

環境支払いは政府と最低５年間の農業環

境に関する取決めを取り交わした農家で，

次の５つの分野の活動が対象とされてい

る。

①環境・景観・自然資源・土壌・遺伝的

多様性の保護や向上と両立するような農地

の利用方法

②環境に好ましい粗放的な農法及び集約

度の低い牧草経営システム

③高度な自然的価値をもちながら，その

存在が脅かされている農業環境の保全

④農地の景観および歴史的特徴の維持

⑤環境保全的農法（環境計画）の利用

（２） 有機農業

有機農業についてのEU基準が，91年に

域内での有機食品の取扱いの統一をはかる

ため制定された「農産物の有機的生産並び

に農産物及び食品の表示規則」（EU共通規

則2092／91）である。ここでは，コンポス

トや天敵等を活用して土壌の肥沃さを維持

していくこと，土壌中の微生物等の活動を

維持していくこと，農薬・化学肥料は原則

として使用しないこと，種子や苗も有機生

産されたものであること，慣行栽培の圃場

とは明確に区分されていること，こうした

農法を最低２～３年間は続けなければなら

ないこと，等の有機農業生産関連事項に加

え，検査や表示に関する事項が謳われてい

る。

また，畜産については，99年に補足規定

としての規則1804／99が定められ発効して

いる。

これら規則と併行して各国で有機農業法

等の法律を制定しているところが多い。ま
（注12）

た，基準も独自にEU基準よりも厳しい基

準を採用している国もある。
（注13）

（注12）ドイツでは有機農業法を03年に発効させて
いるが，有機農産物・食品の検査と検査機関に
対する規制を強化する内容となっている。

（注13）例えば，EU基準では成分の70％以上であ
れば有機農産物・食品としての表示が可能であ
るが，ドイツのAGÖL基準では95％以上とされ
ている。また，有機農業と慣行農業による複合
経営の場合，EU基準では有機農業経営と認めら
れるが，ドイツでは認められない。

03年のCAP改革にともなうクロスコン

プライアンス，環境支払いは規定等の整備

ができたところから05年より開始されるこ

とになっており，あらたな制度体系の中で

の実績はこれからとなる。したがってあら

たな制度等については助成の内容の確認に

とどめ，実績についてはそれ以前のものと

なる。

（１） 直接支払い

ａ　単一支払い

農業環境政策という視点からはクロスコ

ンプライアンスの条件とされるGAPに着目

することで十分ではあるが，参考までにそ

の概要を見てみる。

前提として，05年３％，06年４％，07年
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以降５％削減して農村開発にシフトするモ

ジュレーションが行われることになってい

る。

穀物，牛肉，牛乳（08年から）等を対象

に支払われる。

支払いはデカップリングが完全適用され

る場合の水準と部分的に適用される場合の

支払い上限とに分かれており，加盟国は04

年８月１日までに全国または地域レベルに

おいて部分的適用を実施するかどうかを決

めている（第４表）。

なお，農業者の個人的事由によりクロス

コンプライアンスの要件が守られない場合

には，直接支払いは減額または不払いとさ

れる。具体的には不注意によって守られな

い場合には５％以内（繰り返された場合に

は15％以内）の削減，故意によって守られ

ない場合には20％以上の削減または完全な

不払いとされる。

ｂ　環境支払い

環境支払いの単価は，低減した所得額，

取決めに起因する追加的経費，インセンテ

ィブを与える必要性，を基礎に次のような

算式により毎年支払われる。

＋収量（所得）損失を補うための追加費用

－費用の節減分（農薬・化学肥料削減による）

＋インセンティブ（所得損失分の20％未満）

合計　環境支払い

具体的には，過去の支払実績を基準に，

品目統合された支払単価によって計算され

る。すなわち支払単価に適格農地面積をか

けて農家への支払額は算出される。適格農

地は対象農地面積のうち環境・土壌保全等

の要件を満たす面積となる。適格農地には

休耕農地を含めることもできる

が，野菜，果樹等の作付けは不可

とされている。

単位面積当たりの支給上限額が

設定されており，上限額は次のと

おり。

単年生作物　600ユーロ／ha

特別の永年生作物　900ユーロ／ha

その他450ユーロ／ha

なお，環境支払いに含まれる有

機農業助成も国によって異なって

おり，フランスの場合には，あく

まで転換期間に限って助成対象と

している。また，給付総額に応じ

て単位当たり助成金が漸減するよ

う措置されている。
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出典　是永東彦「２００３年ＣＡＰ改革」�
資料　EU理事会規則１７８２/２００３�

第4表　単一支払制度における部分的デカップリングの態様�

穀物� ６３ユーロ/ｔ�

完全適用（全体的デカップリ
ング）の場合の支払水準�

耕種支払いの２５％, 又は硬
質小麦支払いの４０％�

硬質小麦�２８５ユーロ/ｈａ（伝統的地帯）�上記のほか, ４０ユーロ/ｔの品質助成�

蛋白作物�６３ユーロ/ｔ�

油糧種子�

牛肉�

６３ユーロ/ｔ� 耕種支払いの２５％�

牛乳� ３５．５ユーロ/ｔ� 部分適用なし�

耕種支払いの２５％のほか, 
５５．５７ユーロ/ｈａの補足支
払い�

頭当たり�
雄牛 ： １５０-２１０ユーロ�
肉用繁殖母牛 ： ２００ユーロ�
屠殺助成 ： ８０ユーロ（成牛）    

５０ユーロ（子牛）�
粗放化助成（４０-８０ユーロ）�

肉用繁殖母牛１００％＋屠
殺助成４０％, 又は屠殺助成
１００％, 又は雄牛７５％のい
ずれか, 及び子牛屠殺助成
１００％�

羊・山羊�

肉用母羊 ： ２１ユーロ�
乳用母羊・母山羊 ： １６．８ユー
ロ�
補足支払い ： ７ユーロ�

羊・山羊支払いの５０％�

部分的適用（部分的デカップ
リング）の場合の生産リンク
支払いの上限�



（２） 農家経営

EU15か国合計での，経営所得に占める

直接支払いの割合は第４図のとおりであ

る。全体では直接支払いが所得の30％弱を

占めており，直接支払いによってかろうじ

て経営が成り立っているというのが実態で

ある。

作物別では畑作での割合が高く，相対的

に畜産での割合が低くなっているが，基本

的に園芸は直接支払いの対象から除外され

ている。

（１） 農業環境政策の特徴

以上，EU農業環境政策についてみてき

たが，その特徴の第一はCAP予算がEU予

算の半分弱ものウェイトを占めていること

に象徴されるように国民の農業に対する理

解がその前提として広く存在するととも

に，その一部であるとはいえ環境支払いが

設けられているところにある。

第二に，CAPにより義務化された適正

農業規範が最低要件とされているが，加え

て環境支払いが措置されることによってよ

りレベルの高い環境への取組みを誘導して

おり，さらにはリスクが高いほど補填が多

くなるように設計され，有機農業への取組

みも比較的容易なように措置されているこ

とである。

第三に，EU共通の基準を明確にしてい

るとともに，各国，各地域の実情に応じて

規定を制定することができるように設計さ

れていることである。

第四に，CAP改革の変遷から理解され

るように，CAPそのものがWTO体制の中

でのEU農業の生き残り戦略として構築・

改革されてきていることである。すなわち

緑の政策がデカップリングを原則とするこ

とから，デカップリングの徹底をはかると

ともに，価格政策から農業環境政策を含む

農村開発政策にウェイトをシフトさせてき

ているなど，農業環境政策も含めて実に戦

略的に位置づけられているのである。逆に

言えば農業環境政策が実質的に農産物輸入

の輸入障壁化していると見ることもでき，

ここにEUの先見性としたたかさとをみる

ことができるのである。

（２） 農業環境政策発展の理由・背景

こうした特徴をもつ農業環境政策がEU

農林金融2005・10
41 - 587

７ EUにおける農業環境政策

発展の特徴とその理由・背景

出典　市田知子氏報告資料（第１図に同じ）�
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�

５０�
（％）�

４５�

４０�

３５�

３０�

２５�

２０�

１５�

１０�

５�

０�
全
体�

畑
作
専
業�

園
芸
作
専
業�

草
地
畜
産
専
業�

畑
作
混
合�

畜
産
混
合�

畑
作
・
畜
産
混
合�

第4図　経営所得に占める直接支払いの割合�
（２００２年, ＥＵ１５か国）�

補助金合計（投資助成以外）
の経営所得に占める割合�



で発展してきた理由・背景としては，歴史

的，社会的，地理的等さまざまの角度から

指摘することが可能であろう。

①国民の環境に対する意識がきわめて強

く，農業が環境にやさしい面と負荷を与え

る面との二面性を有していることについて

の理解が浸透している。

②食料品の安全性についての関心が高

く，特にBSE，口蹄疫，Ｏ-157等の問題が

発生して以来，関心は急速に高まってい

る。

③EU，国の政策の中で，環境なり農業

の位置づけが明確化されている。これを推

進していくための助成制度が確立してい

る。

④流通体制が整備されているとともに，

研究・指導体制等も確立している。

⑤気候風土が冷涼・乾燥しており，病害

虫が発生しにくい。

こうしたEUの農業環境政策がわが国に

示唆するところは多いが，ここでわが国の

農業環境政策の現状と方向性について確認

しておきたい。

（１） 環境保全型農業への取組現状

環境保全型農業は，92年の「新しい食

料・農業・農村政策」，いわゆる新政策の

中で打ち出された概念で，「農業の持つ物

質循環機能を活かし，生産性との調和など

に配慮しつつ，土づくり等を通じて化学肥

料，農薬の使用等による環境負荷の軽減に

配慮した持続可能な農業」とされている。

環境保全型農業は有機農業，特別栽培を含

む広い意味での減農薬・減化学肥料栽培を

指すものであり，92年以降推進されてきた。

取組みの現状は，「土づくり」「化学肥料

の低減」「農薬の低減」のいずれかへに取

り組んでいる農家は全体の21.5％，取組面

積では16.1％にすぎない（第５表）。

有機農業についてはごく一部の取組みに

とどまっており，野菜の有機格付数量（農

林水産省調べ）はわずか0.16％（02年度）と

なっている。

（２） 農業環境政策の現状

農業環境政策に関する法体系の現状をみ

ると，基本法で自然循環機能の維持増進が

強調されており，別途，持続農業法によっ

て，農業改良資金の償還期限の延長，取得

農業機械についての税優遇措置が講じられ

ている。また，有機農業については有機食

品の規格・表示の問題としてJAS法に基づ

いて規定されており，特別栽培はガイドラ
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（単位　千戸，千ｈａ，千件）

「土づくり」「化学肥料の低減」�
「農薬の低減」のいずれかへの取組み�

資料　農林水産省「農業センサス」（平成１２年）, 「環境保全型
農業による農産物の生産・出荷状況調査」, 「平成１５年農
業構造動態調査」（１５年１月）, エコファーマー認定数は農
林水産省調べ�

（注）１　（　）内は, 販充農家数, １３年農作物作付け延べ面積
に占める割合（％）。�
２　導入計画認定数は１５年１１月末現在。　�

第5表　土づくり, 化学肥料・農薬の使用低減�
への取組状況　　　　　　�

５０２�
（２１．５）�

取組面積�

取組農家数�

７１１�
（１６．１）�

エコファーマー認定数� ３８�
（１．７）�



インによって位置づけられている。

このように環境保全型農業，有機農業，

特別栽培についての法的位置づけはバラバ

ラで支援もきわめて乏しいのが現状であ

る。

（３） 基本計画での農業環境政策の方向性

今回基本計画では，「わが国農業生産全

体の在り方を環境保全を重視したものに転

換することを推進」するとして，環境規範

の実践と先進的取組みへの支援をはかるこ

ととしている。具体的には環境保全に向け

て最低限取り組むべき規範を策定し，これ

を農業者への各種支援策を実行するための

条件としてクロスコンプライアンスするこ

ととしている。

あわせて農地・農業用水等の農業生産基

盤の中に，農業環境・資源保全政策として，

農村環境の保全・形成に配慮した基盤整備

の実施が謳われており，近年基盤整備事業

は環境・資源保全的要素を重視する傾向を

強めているが，これをより強調した内容と

なっている。「環境保全が特に必要な地域」

を対象に，さらにレベルの高い先進的な取

組みについて支援していくことにしている。

最後に以上を踏まえて，EUの農業環境

政策と比較しながらわが国の農業環境政策

のあり方について考えてみたい。

基本計画の見直しにともない，不十分な

がらも広く環境と調和のとれた農業生産活

動を促進していくため，クロスコンプライ

アンスを導入したことは評価されよう。し

かしながら「環境保全が特に必要な地域」

を対象に，さらにレベルの高い先進的な取

組みに対し支援していくことにしているも

のの，あくまで特定地域をモデルとするに

すぎず，早期での面的な広がりを期待する

ことは難しい。要は農業環境政策の必要性

を打ち出したにすぎず，今後本格的に腰の

入った取組みが求められるのである。その

ための主な取組みとして次に５つの項目を

掲げておきたい。

第一に，EUは環境を重視して農業環境

政策を進行させてきたのに対して，わが国

は安全性の確保に重きが置かれてきた。今

後，持続性がより重視され，多面的機能の

発揮が求められる中では，安全性と環境へ

の配慮を一体的にとらえて，資源保全を含

めた総合的な農業環境政策を展開していく

ことが必要である。このためには農業環境

政策の体系やそこを貫いている哲学を明確

にし，国民の理解を獲得していくことが出

発点となろう。

第二に，基本計画では農地集積による経

営規模拡大，構造調整が前提されているが，

規模拡大と農業環境・資源保全政策の両立

は言うべくして容易ではなく，また，個別

バラバラの取組みでは効果が乏しい。EU

はGAPを上回るレベルへの取組みを誘導す

るために環境支払いを措置するだけでな

く，そもそも農業環境政策を含む農村地域

開発という枠組みでの支援を強化してき
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で明確にされたわけであるが，これを実行

していくためには国が不退転の決意を具体

的に示す必要がある。そのためには現状バ

ラバラのままの農業環境政策の体系化，例

えば基本法的法律の設置が必要である。そ

してその裏づけとして一定程度の予算を確

保し，これらを支援・推進していくことが

不可欠である。

そして第六として，生産者と消費者との

交流による生産現場について理解を獲得し

ていくことが重要であり，特に高温多湿の

わが国で環境負荷軽減のための取組みは生

産者の多大の苦労なくしては実現困難であ

ることについての理解を求めていくことが

必要である。
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た。技術研究・開発及びその普及への注力

が求められるとともに，地域単位での取組

みが必要であり，こうした実態に対応した

支援を行っていくことが重要である。

第三に，消費者の安全・安心ニーズに対

応していくと同時に，今後さらなる農産物

の自由化が懸念される中，農業環境政策は

より高いレベルを目指していくことが必要

である。より高いレベルの取組みを誘導し

ていくためにはGAPによるクロスコンプラ

イアンスを導入していくことに加えて，環

境支払いの導入が求められる。

第四に，EUの農業環境政策はEU共通の

規定と各国が定める規定による二階建てに

なっている。わが国と比較すれば地形の変

化は少なく地域性も乏しい。それでも自

然・風土と一体となって展開を要する農業

環境政策については地域性を十分に反映し

た規定，基準が不可欠であることを物語っ

ている。まして多様性，地域性に富むわが

国の場合にはGAPにしても環境支払いにし

ても，これらの規定等は地域性をしっかり

と踏まえたものであることが前提となり，

地域ごとに規定等が異なって当然との認識

に立つべきである。

第五に，わが国で農業環境政策を強化し

ていく必要性についてあらためて基本計画


